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Fig. 1.病弱教育対象児童生徒の病気の種類の推移(全国病弱虚弱教育連盟・全国病類調査から)































































































































































































































1 .在籍生徒数 1.生徒数、 2.通学状況
Table 2圃 I病弱養護学校高等部在籍生徒の実態と進路指導に関する調査jの調査項目
n.転入学 1.出身中学校の内訳、 2 生徒の病名・障害名、 3 実施している教育課程、
4.不登校経験の有無、 5 障害者手帳取得人数
m.職業教育 1・2・3.教育課程、 4.職業教育、 5.就労生活指導・学校内での連機方法
N.現場実習 1.実施状況、 2.人数、 3.職種・臼数・作業内容、 4.現場実習、 5.実習先の開拓方法、
6.実習予定のない生徒の理由
V.進路指導 1.現場実習でのつまずき、 2.連絡方法、 3.進路指導の工夫点、 4.開拓方法
5.病気・障害の種類別の進路指導上の諸問題とその対応、 6.卒業後
VI.関係諸機関との連携 1.連携で困ったこと・原因・対応策、 2・3.逮携方法

















































































普通級 31弘(285名) 261首(242名) 58% (527名)
重複線 20首(184名) 14% (127名) 33首(31名)
訪問 4目(38名) 4% (40名) 側(78名)







高1年 110名 79名 189名
高2年 80名 75名 155名
高拝 95名 88名 183名
高1年 61名 38名 99名
高2年 60名 48名 108名
高3年 63名 41名 104名
高1年 12名 14名 26名
高2年 14名 10名 24名





































































I型糖尿病 (1)、インスリン依存性糖尿病 (2)、小児糖尿病(1)、糖尿病 (11)、糖尿病などの内分泌系の疾患(1)、













胃潰癒(1)、胃軸捻転症(1)、潰期金大腸炎 (2)、過鮒主腸症候群 (1)、クローン病 (1)、腸回転異常(1)、




SEL・全身性エリテマトーデス (2)、関節痛(1)、骨線維状性異形性(1)、骨肉症 (2)、筋疾患 (4)、側膏症(1)、
骨形成不全 (1)、右横隔闘由緩症(1)、轡肢性異形成症(1)、軟骨無形成症・骨形成不全 (2)
13.腎炎など腎臓疾患(原制金梼系疾患)(合制空4人)
IgA腎症 (2)、腎炎(1)、腎炎などの腎臓疾患 (2)、腎臓疾患 (3)、腎臓病等(1)、腎ネフローゼ (1)、腎不全(1)、

















※この分類は周際疾病分類 (InternationalClassification of Disease)の10改訂版を参考にした横田案を一部修正したものである。
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Table 9. 病弱養護学校高等部生徒の疾患別人数 (6.筋ジスなどの神経系疾患(神経系の疾患))
く筋ジストロフィー(合計101人)> 
I)，f) .ドゥシャンヌ型筋ジストロフィー (18)、内町・進行性筋ジストロフィー (10)、訓A脊樹主筋萎縮症 (1)、
肢帯型筋ジストロフィー(1)、進行性筋ジストロフィー (4)、先天性筋ジストロフィー (2)、筋ジストロフィー (64)、
筋ジスなどの持糖系の疾患(1)
くまひ(合計79人)> 




レックリングハウゼン病 (1)、E急出閉じ性全悩炎 (2)、化醐企髄膜炎後遺症 (2)、川崎病後冠糊繍狭(1)、急性脳炎後遺症(の、
くも膜下出血後遺症 (1)、血節性硬化症(1)、甲状腺機能低下症 (2)、IJ切断矧粧 (1)、シルピウス裂軽度開大(1)、水頭症(7)、
滑脳症(1)、脊髄小脳変性症 (1)、轡樹金筋萎縮症 (3)、僻毅素性虚血性脳症後遺症(1)、低畿素脳症(1)、脳幹出血(1)、
脳血管疾患(1)、脳挫傷(1)、脳疲後遺症 (3)、脳醐期主(1)、目躍繍納氏奇形(1)、脳原性運動発達障害(1)、
ヘルペス脳炎後遺症 (1)、樹割干不全・錐体外絡障害(1)、無酸素性脳症 (1)、ミトコンドリア病(1)、狭頭症 (1)、






高3年 高2年 高1年 合計
翫直科 179名 158名 187名 524名
商業科 0名 0名 0名 0名
エ輯ヰ 。名 0名 O名 O名
知的(害訴ヰ) 63名 65名 6名 194名
知的(自立) 50名 37名 44名 131名
その他 25名 29名 26名 80名











高3年 齢年 高1年 合計
療育 16首(75名) 13時(60名)鍬 (42名) 38% (17名)
身体 22%(103名)1邸 (84名)20弘(93名)60自(280名)
精神 0.7%(3名)0.2% (1名)0.7% (3名) 舗 (7名)
合計 39弘(181名)31目(145名)29弘(138名) 464名
※うち、 1校は記載不可。
※手帳を重複して取得したものあり。
※割合は取得者数井38名のうちの数鯖。
(7)障害者手帳取得者数
障害者手帳取得者数をTable12に示す。また、取
得者中における障害者手帳の種類別の割合をFig.6
に示す。
病状が変化してきでいるとはいえ、身体障害者手
帳取得が全体の6割と大変多い。精神及び行動の障
害を持つ生徒のうち精神疾患を持つ生徒は222名で
あるのに対し、精神手帳取得者は7名のみで、あった。
VI.総合考察
今回の調査では、全国の病弱養護学校に在籍する
生徒の病名及び学校における実態が明らかになっ
た。
在籍生徒に関しては、訪問教育を除くと、各学年
共に男子生徒数が女子生徒数より 2割多い結果で
あった。訪問教育の男女比はほぼ、同じであった。優
? 。??
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Fig.6.障害者手帳取得者(取得の割合)
勢劣性遺伝病の場合、男子に多く発症するが、精神
及び行動の障害が4割近いため、それだけでこの男
女比を説明できない。生徒の病名と性別の記入は、
今回のアンケートでは個人が特定されるおそれがあ
るため実施しなかった。そのため、病名における男
女比が分からず、それぞれの項目の全体像をつかむ
にとどまった。
通学の形態では、半数が自宅からの通学であった。
これは、精神及び行動の障害が全児童生徒の4割を
占め、日常的な医療ケアを必要としないことが伺え
る。生徒の病状が変わることで、学校の通学形態も
変わってきていることが、ここからも伺える。
出身校に関しては、他の養護学校からの転入が
10%であった。この数字に対して、慢性疾患は幼少
期から持つ場合が多く、在学途中に発病し、病弱養
護学校に転入するとは考えにくい。これは、例えば
知的養護学校からの転入など、その養護学校では支
援がうまく出来ないということであろうか。また、
他の中学校在卒業し病弱養護学校高等部ヘ入学する
ものが34%であった。この件に対しても、慢性疾患
は幼少期から持つ場合が多く、在学途中に発病し、
病弱養護学校に転入するとは考えにくい。特に発達
障害児が小中学校で、の特殊学級に在籍し、高等学校
進学の際、卒業後を見越した支援を得られることや、
学力的な問題で病弱養護学校に入学すると考えられ
る。
病名に関しては、精神および、行動の障害を持つ生
徒が一番多いことが分かつた。また筋ジスなどの神
経系疾患のある生徒もまだ多く病弱養護学校に在籍
していることも分かつた。精神および行動の障害と
神経系疾患を持つ生徒への指導は生徒の実態があま
りに異なるため、一斉指導はおそらく困難ではない
かと考える。つまり病弱養護学校の教員は、生徒の
疾患に対応した支援方法が求められている。
発達障害は回答全体の8%で、あった。文部科学省
が平成14年2月から 3月にかけて実施した「通常の
学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童
生徒に関する全国実態調査」によると、その調査結
果から知的発達に遅れはないものの学習面や行動面
で著しい困難を示す児童生徒の割合は6.3%である。
つまり、今回の8%というのは目立つて多い数字で
はない。高等学校への進路選択の際、病弱養護学校
を選択肢に入れていると考える。また、知的障害
を伴う発達障害者は、知的養護学校高等部に進学す
ることが考えられる。それでは、知的障害を伴わな
い発達障害者は、中学校卒業後どのような進路をた
どっているのか。中学校卒業後すぐに就労すること
は現在少ないことからも、一般高校に入学し障害に
対する支援を受けずに過ごしていると考えられる。
教育課程に関しては、約半数が高等学校普通科の
教育課程在実施している。商業科・工業科という就
業に直接結びつく教育課程を行っていない。つまり
進学しない場合、普通科教育課程の中で就労に向け
た実践を行っていることになる。また、半数が知的
養護学校教育課程代替を行っている。以前の病弱養
護学校というと、慢性疾患等での病状のケアは必要
ではあるが、学習内容は一般校に順じ、病状が改善
すれば前籍校に戻っていた。現在は、教師も知的障
害のある生徒への教科領域を合わせた活動や自立活
動など、養護学校の教員としての専門性が必要と
なっている。
不登校に関しては、各学年ともに、重症心身障害
77 
を除く約4割の生徒が不登校を経験している。全体
で2番目に多い疾患である筋ジストロフィーを持つ
生徒は、幼少期より病弱養護学校に在籍する。その
ため、残り70%のうち30%を占める心身症など、精
神および行動の障害を持つ生徒が、その病状や障害
のために理解されず不登校になり、病弱養護学校に
入学したと考えられる。その生徒が病弱養護学校に
通学し支援を受けているということは、病弱養護学
校の存在意義の大きさを示している。
障害者手帳取得者数に関しては、慢性疾患等、病
気が理由で身体に障害があり、身体障害者手帳を取
得することが多いと考えられる。ここで、療育手帳
を取得している生徒が36%いることが分かった。つ
まり、 36%の生徒は知的障害児、もしくは、知的障
害を併せ持っていることになる。先の教育課程にも
あるように、知的障害を持たない生徒、知的障害を
持つ生徒とに分けた教育課程在編成し、生徒の実態
に対応した授業をそれぞれの学校が取り組んでいる
ことが分かつた。また、知的障害養護学校の教育課
程を実施している学校が35%であることからも、知
的障害を持つ生徒は在学中に積極的に療育手帳を取
得していることが分かる。これに対し、精神障害者
手帳取得者は全体で7名であった。 Table8にある
心身症など行動の障害において、精神疾患を持つ生
徒数は222名である。つまり、精神障害者手帳取得
率は 3%である。ここまで精神障害者手帳取得率が
低い理由の一つには、手帳を取得して得られる公的
サービスが、充実していなかったことがあげらょう。
これまでの公的サービスは、公共交通手段の料金が
半額になる程度であった。今後、自立支援法の施行
に伴う障害種枠をなくした公的サービスに期待した
し¥0
vn.おわりに
病弱養護学校は、生徒の病状や障害種の変化に合
わせた支援を行っている。そのため、精神および行
動の障害が増えている今、それらに合わせた支援が
必要となる。高等部に在籍する生徒の進路は、大学
や専門学校あるいは就労となる。ここで、進学する
生徒への進路支援は、やはり学力の向上となる。こ
れは、今までの支援方法と大きくは変わらない一方、
就職を目指す生徒は、社会適応していくことに困難
を生じやすいことなど様々な問題がある。そのため
に、病状にあった在学期間から卒業後の就労までを
一貫して支援できる環境づくりが必要でないかと考
える。
今後の研究では、現在病弱養護学校の進路指導に
おける有効性や問題点について検証・実践を行って
いく。また、医療関係者や福祉関係者、労働関係者
等との連携をもとに、一人一人の生徒の自己実現在
支援していくきめ細やかな進路指導を検証してい
く。このようにして、今後の特別支援学校に向けた
よりよい環境、よりよい支援のあり方を検討してい
きたい。
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